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長崎労働局 職業安定部 職業対策課 

 
  
  

令和６年度 

特別支援学校 

就労支援セミナー 

     資料 
 

 

 保護者・教員用 



①就職に向けての相談

障害者の就労支援のためのメニュー一覧

障害者の雇用を促進することを目的として、様々な支援メニュー（援助制度）を設けています。

以下の支援メニュー一覧は、基本的には就労を希望する障害者の方がニーズや場面に沿って参照しや
すい形にまとめたものです。

働きたいが、何から始
めればいいのか分から
ないので相談したい。

就職に向けて、受けら
れる支援制度や支援機
関を知りたい。

就職に向けての課題や
自分に合った仕事を知
りたい。
専門的な職業評価を受
けたい。

支援メニュー 相談窓口・支援機関

就労に関する様々な相談支援

ニーズや課題に応じて、求職活動への同行、生活面
の支援など様々な相談に応じます。

障害者就業・生活
支援センター

ハローワーク

相談支援事業者

長崎障害者職業
センター

職業相談・職業紹介

求職登録を行い、具体的な就職活動の方法などの
相談や指導を行います。専門的な支援が必要な方に
は、地域障害者職業センターを紹介します。

相談支援事業

地域の障害者等からの相談に応じ、サービスの利用
援助、社会資源を活用するための支援、社会生活力を
高めるための支援、ピアカウンセリング、権利養護の
ために必要な援助、専門機関の紹介、地域自立支援
協議会の運営等を行います。

職業カウンセリング、職業評価

仕事の種類や働き方などについて、希望や障害特性、
課題を踏まえながら、相談・助言、職業能力の評価、
情報提供等を行います。

必要に応じて、センターにおける専門的な支援を行
います。
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②就職に向けての準備、訓練

就職に向けての課題を
把握し、その課題の改善
や適応力の向上を図る
ための訓練を受けたい。

就職に向けての訓練か
ら就職後の定着支援ま
でを一貫して受けたい。

職業に必要な技能を身
につけたい。

地域障害者職業センターにおける職業準備支援

作業支援、職業準備講習カリキュラム、精神障害者
自立支援カリキュラムを通じて、基本的な労働習慣の
習得、作業遂行力の向上、コミュニケーション能力・対
人対応力の向上を支援します（支援期間：個別に設定
します）。

長崎障害者職業
センター

就労移行支援
事業者

障害者職業
能力開発校等
ハローワーク

職業能力開発校
ハローワーク

就労移行支援事業

一般就労等への移行に向けて、就労移行支援事業
所内での作業や、企業における実習、適性に合った職
場探し、就労後の職場定着のための支援を行います
（利用期間：２年以内）。

公共職業訓練

障害者職業能力開発校のほか、一般の公共職業能
力開発校において、専門の訓練コースの設置やバリア
フリー化を推進することにより、公共職業訓練を実施し
ています。

障害者の態様に応じた多様な委託訓練

企業、社会福祉法人、NPO法人、民間教育訓練機関
等に委託して就職に必要な知識・技能を習得するため
の公共職業訓練を実施しています（訓練期間：３か月
（標準））。

その事業所での就職を前
提に、職場や作業に慣れ
るための実地訓練を受け
たい。

職場適応訓練

事業所において実際の業務を行い、その作業環境に
適応するための訓練です（訓練期間：６か月以内（中小
企業と重度障害者は１年以内））。

長崎県
ハローワーク

支援メニュー 相談窓口・支援機関
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③就職活動、雇用前・定着支援

すぐに就職活動を始め
たい。

就職先を探したい。

紹介された事業所で、働
き続けることができるか
どうか試したい。

求職登録、職業紹介

就職を希望してハローワークに求職申込みを行うと、
求職登録がなされます。ハローワークでは、求職者の
能力等と職務の要件とを十分照合して職業紹介を行
います。必要に応じて同行紹介も行います。

ハローワーク

ハローワーク

長崎障害者職業
センター

障害者就業・生活
支援センター

障害者試行雇用(トライアル雇用)事業

事業主と有期雇用契約を締結し、３か月間の試行雇
用を行います。
就職に対する不安を軽減し、事業主と障害のある方の
相互の理解を深め、その後の常用就労を目指します。

職場適応援助者(ジョブコーチ)支援事業 ◆

事業所にジョブコーチを派遣し、障害のある方や事業
主に対して、雇用の前後を通じて障害特性を踏まえた
直接的、専門的な援助を実施します（ジョブコーチは、
地域障害者職業センターのほかに、就労支援を行う社
会福祉法人等にも配置されています）。

就業面と生活面の一体的な支援 ◆

障害者就業・生活支援センターの窓口での相談や職
場訪問等により、就業と生活の両面にわたる一体的な
相談・支援を行います。

在職中に受障し障害者と
なった。この職場で働き
続けたいのだが、どうす
ればよいか。

うつ病等により休職して
いるが、もとの職場へ復
帰するために、専門的な
支援を受けたい。

継続雇用の支援 ◆

在職中に障害を受障した方が慣れた職場での雇用を
継続できるよう、種々の支援策を活用し、また、地域の
関係機関と連携して、障害者と事業主に対する支援を
行います。

精神障害者の職場復帰支援（リワーク支援）◆

主治医等との連携の下、職場復帰に向けたコーディ
ネート、生活リズムの建て直し、リハビリ出勤による復
職前のウォーミングアップ、職場の受入体制の整備等
の支援を行います。

ハローワーク

長崎障害者職業
センター

職場での様々な悩みにつ
いて相談したい。
職場での生活だけでなく、
日常生活面での相談をし
たい。

職場に適応できるか不安
なので、専門的な支援を受
けながら就労したい。

仕事や職場でのコミュニ
ケーションがうまくいかない
ので、ジョブコーチの支援
を受けたい。

支援メニュー 相談窓口・支援機関
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企業

○ジョブコーチ

○相談支援事業所

○福祉事務所

○発達障害者支援センター

○難病相談・支援センター

○医療機関 (※２) 等

・専門援助部門が担当
・就職支援コーディネー
ターを配置し、関係機関
と調整

主査：ハローワーク職員

その他の就労支援者

就職を希望している
福祉施設利用者等

就
労
支
援
計
画
の
作
成

チ
ー
ム
構
成
員
が
連
携
し
て
支
援
を

実
施

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

就職に向けた取り組み 就職

職場定着

職業生活
の安定

就労支援・生活支援 職場定着支援・就業

生活支援

障害者就労に向けたハローワークを中心とした「チーム支援」

○地域障害者職業センター

○障害者就業・生活支援セン

ター (※１)

○就労移行支援事業所

○職業能力開発校

○特別支援学校

副主査：福祉施設等職員

【R５年度実績：長崎県実績】
支援対象者数 499人
就職者数 276人
就職率 55.3%

障害者就労支援チーム

（※1）可能な限り、障害者就業・生活支援センターがチームに参加し、生活面の支援を継続的に実施。

（※2）支援対象者が医療機関を利用している場合は、医療機関に対してチームへの参加を積極的に依頼。

○ 福祉施設等の利用者をはじめ、就職を希望する障害者一人ひと

りに対して、ハローワーク職員（主査）と福祉施設等の職員、その他

の就労支援者がチームを結成し、就職から職場定着まで一貫した支

援を実施（平成18年度から実施）
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業務の内容

就業及びそれに伴う日常生活上の支援を必要とする障害のある方に対
し、センター窓口での相談や職場・家庭訪問等を実施します。

＜就業面での支援＞
○ 就業に関する相談支援
・就職に向けた準備支援（職業準備訓練、
職場実習のあっせん）

・就職活動の支援
・職場定着に向けた支援

○ 障害のある方それぞれの障害特性を踏まえ

た雇用管理についての事業所に対する助言

○ 関係機関との連絡調整

＜生活面での支援＞

○ 日常生活・地域生活に関する助言
・生活習慣の形成、健康管理、金銭管理
等の日常生活の自己管理に関する助言

・住居、年金、余暇活動など地域生活、
生活設計に関する助言

○ 関係機関との連絡調整

雇用と福祉のネットワーク

障害のある方

相談

地域障害者

職業センター
専門的支援

の依頼

生活支援
（生活支援担当者1名）

就業支援
（就業支援担当者2～7名）

ハローワーク

事業主

求職活動支援

特別支援学校
連携

保健所
保健サービスの

利用調整

福祉事務所
福祉サービスの

利用調整

医療機関

医療面の相談

○ 関係機関と
の連絡調整

○ 日常生活・
地域生活に関
する助言

○ 就業に関す
る相談支援

○ 障害特性を踏
まえた雇用管理
に関する助言

○ 関係機関と
の連絡調整

一

体

的

な

支

援

自立・安定した職業生活の実現

技術的支援

就労移行支援
事業者等

基礎訓練の
あっせん

対象者の送り
出し

障害者の身近な地域においては、就業面と生活面の一体的な相談・支援を行う

「障害者就業・生活支援センター」の設置を拡充

21センター（14年5月事業開始時）→ ３３７センター（令和６年４月現在）

【R５年度 長崎県実績】

支援対象者数 2,275人

就職件数 230人

定着率 80.9％
（1年経過時点）

障害者就業・生活支援センター

- ５ -



○ 期 間
３か月間を限度（ハローワークの職
業紹介により、事業主と対象障害
者との間で有期雇用契約を締結）

○ 奨励金
事業主に対し、トライアル雇用者
１人につき、月４万円を支給

○ 実 績

・平成25年度

開始者数 3,340人

常用雇用移行率 85.2％

・平成26年度

開始者数 5,058人

常用雇用移行率 84.5％

障害者トライアル雇用

（３か月間の有期雇用）

※精神障害者については、

最大12か月

不安

不安

障害者

事業主

常
用
雇
用

障害に応じた職場の配
慮事項が分からない

どのような仕事を担当させれ
ばよいか分からない

身体障害者は雇用しているが、知
的障害者を雇用するのは初めて

障害者への接し方、雇
用管理が分からない

どのような仕事が適
職か分からない

就職は初めてなので、職場での仕
事に耐えられるのか不安

訓練を受けたことが実
際に役立つか不安

障害者トライアル雇用の概要

ハローワーク等の紹介により、障害者を事業主が試行雇用（トライアル雇
用＝原則３か月）の形で受け入れることにより、障害者雇用についての理解
を促し、試行雇用終了後の常用雇用への移行を進めることを目的としてい
ます。 また、事業主に対しては障害者トライアルコース助成金（月額４万円
最大３か月）を支給し、その取組を促進しています。（精神障害者を雇用する
事業主に対しては月額８万円×３か月、月４万円×３か月の６か月最大３６
万円を支給）

障害者の不安軽減

事業主の障害者雇用の
理解促進

ハローワーク、一定の要件を満たした民間職業紹
介事業者や大学等の紹介

- ６ -



職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援

◎支援内容

事 業 主
(管理監督者・人事担当者)

ジョブコーチ

障 害 者

同僚

同僚

上司 家族

・ 障害の理解に係る社内啓発
・ 障害者との関わり方に関する助言
・ 指導方法に関する助言

・安定した職業生活を送るための家族の
関わり方に関する助言

・障害特性に配慮した雇用管理に関する助言
・配置、職務内容の設定に関する助言

・業務遂行力の向上支援
・職場内コミュニケーション能力の向上支援
・健康管理、生活リズムの構築支援

◎標準的な支援の流れ

不適応課題を分析し、

集中的に改善を図る

週３～４日訪問

支援ﾉｳﾊｳの伝授やｷｰﾊﾟｰｿﾝの育成に

より、支援の主体を徐々に職場に移

行

週１～２日訪問

数週間～数か月

に一度訪問

移行支援集中支援 フォロー
アップ

支援期間１～８か月（標準２～４か月）（地域センターの場合）

支援対象者数 ２，６６５人

職場定着率（支援終了後６か月） ８９．２％

（支援終了後６ヵ月時点：R４年10月～R５年９月までの支援終了者の実績）

◎地域障害者職業センターのジョブコーチによる支援実績

- ７ -
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就職件数（障害種別）の推移

※その他障害者とは、発達障害者、高次脳機能障害者、難病者等である。

新規申込件数（障害種別）の推移
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992 886 1,055 956 953 992 1,031 938 

496 514 
496 557 560 548 519 598 
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1,361 1,565 1,499 1,654 

1,834 2,026 
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H28年度 29年度 30年度 R元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

身体障害者 知的障害者 精神障害者 その他障害者件

1,215人 1,423人 1,498人 1,519人 1,272人 1,495人 1,599人 1,663人

2,861人 2,959人 3,111人 3,310人 3,309人 3,510人 3,628人 3,838人
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（１）　身体障害者 （件、人、％、％ポイント）

前年同期比 前年同期比 前年同期比 前年同期差

H28年度 992 10.1 765 △ 16.3 428 7.8 43.1 △ 1.0

29年度 886 △ 10.7 742 △ 3.0 417 △ 2.6 47.1 4.0

30年度 1,055 19.1 791 6.6 476 14.1 45.1 △ 2.0

R元年度 956 △ 9.4 798 0.9 444 △ 6.7 46.4 1.3

2年度 953 △ 0.3 815 2.1 354 △ 20.3 37.1 △ 9.3

3年度 992 4.1 863 5.9 370 4.5 37.3 0.2

４年度 1,031 3.9 871 0.9 376 1.6 36.5 △ 0.8

５年度 938 △ 9.0 916 5.2 373 △ 0.8 39.8 3.3

【新規求職申込件数、就職件数の推移】

①新規求職申込件数 ②有効求職者数 ③就職件数 ④就職率（③／①）
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１ 障害者の職業紹介状況
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（２）　知的障害者 （件、人、％、％ポイント）

前年同期比 前年同期比 前年同期比 前年同期差

H28年度 496 14.5 374 △ 8.1 232 △ 12.1 46.8 △ 14.2

29年度 514 3.6 399 6.7 299 28.9 58.2 11.4

30年度 496 △ 3.5 429 7.5 326 9.0 65.7 7.5

R元年度 557 12.3 490 14.2 298 △ 8.6 53.5 △ 12.2

2年度 560 0.5 433 △ 11.6 282 △ 5.4 50.4 △ 3.1

3年度 548 △ 2.1 438 1.2 276 △ 2.1 50.4 0.0

４年度 519 △ 5.3 396 △ 9.6 303 9.8 58.4 8.0

５年度 598 15.2 469 18.4 308 1.7 51.5 △ 6.9

【新規求職申込件数、就職件数の推移】

①新規求職申込件数 ②有効求職者数 ③就職件数 ④就職率（③／①）
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（３）　精神障害者 （件、人、％、％ポイント）

前年同期比 前年同期比 前年同期比 前年同期差

H28年度 1,165 14.7 812 △ 1.3 481 11.6 41.3 △ 1.1

29年度 1,352 16.1 927 14.2 631 31.2 46.7 5.4

30年度 1,361 0.7 943 1.7 622 △ 1.4 45.7 △ 1.0

R元年度 1,565 15.0 978 3.7 689 10.8 44.0 △ 1.7

2年度 1,499 △ 4.2 1,151 17.7 521 △ 24.4 34.8 △9.2

3年度 1,654 10.3 1,252 8.8 727 39.5 44.0 9.2

４年度 1,834 10.9 1,322 5.6 834 14.7 45.5 1.5

５年度 2,026 10.5 1,676 26.8 865 3.7 42.7 △ 2.8

【新規求職申込件数、就職件数の推移】

①新規求職申込件数 ②有効求職者数 ③就職件数 ④就職率（③／①）

481

631 622
689

521

727
834 865

1,165

1,352

1,361

1,565
1,499

1,654

1,834

2,026
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(件)
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身体障害者の部位別就職状況　

前年度比 前年度比 前年度比

23 15.0% 18 -21.7% 25 38.9%

うち重度 12 9.1% 10 -16.7% 13 30.0%

44 -2.2% 41 -6.8% 45 9.8%

うち重度 17 -5.6% 23 35.3% 17 -26.1%

184 8.2% 194 5.4% 179 -7.7%

うち重度 26 -10.3% 37 42.3% 36 -2.7%

64 1.6% 66 3.1% 71 7.6%

うち重度 16 6.7% 16 0.0% 18 12.5%

110 23.6% 110 0.0% 90 -18.2%

うち重度 9 0.0% 14 55.6% 12 -14.3%

10 -41.2% 17 70.0% 16 -5.9%

うち重度 1 -75.0% 6 500.0% 4 -33.3%

0 -100.0% 1 2 100.0%

うち重度 0 -100.0% 1 2 100.0%

119 0.8% 123 3.4% 122 -0.8%

うち重度 45 -2.2% 49 8.9% 62 26.5%

0 -100.0% 0 2

うち重度 0 0 0

370 4.5% 376 1.6% 373 -0.8%

うち重度 100 -3.8% 119 19.0% 128 7.6%

　※　「脳病変」とは、乳幼児期以前の非進行性の脳病変による運動機能障害を指す。

肢体不自由

身体計

上　肢

下　肢

体　幹

その他の身体障害

脳病変（※）

内部障害

5年度

視覚障害

聴覚・言語障害

4年度3年度
就職件数
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(障害者の産業別の就職状況）

建設業

製造業

情報通信業

運輸業・郵便業

卸売・小売業

金融・保険業

不動産・物品賃貸業

学術研究・専門・技術サービス業

２ 産業別就職件数

農・林・漁業

1.5%
建設業

3.1%

製造業

7.9%

情報通信業

1.8%

運輸業・郵便業

2.9%

卸売・小売業

11.2%

金融・保険業

2.2%

不動産・物品賃貸

業 1.1%

学術研究・専門・技

術サービス業 1.9%

宿泊・飲食

サービス業

5.1%
生活関連サービス

・娯楽業 2.3%
教育,学習支援業

2.2%

医療,福祉

41.5%

複合サービス事業

0.9%

サービス業

9.7%

公務・その他

4.4%

1,663

人

令和5年度 (件、％)

構成比

1,663 100.0

　　農・林・漁業 25 1.5

0 0.0

52 3.1

　　製造業 131 7.9

3 0.2

　　情報通信業 30 1.8

　　運輸業・郵便業 49 2.9

　　卸売・小売業 187 11.2

　　金融・保険業 37 2.2

19 1.1

31 1.9

84 5.1

39 2.3

　　教育,学習支援業 36 2.2

　　医療,福祉 690 41.5

15 0.9

　　サービス業 162 9.7

　　公務・その他 73 4.4

産業別
障害者合計

合   計

　　鉱業・砕石・砂利採取業

　　建設業

　　複合サービス事業

　　電気・ガス・熱供給・水道業

　　不動産・物品賃貸業

　　学術研究・専門・技術サービス業

　　宿泊・飲食サービス業

　　生活関連サービス・娯楽業
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令和5年度 (件、％)

構成比

1,663 100.0

2 0.1

146 8.8

444 26.7

72 4.3

329 19.8

35 2.1

40 2.4

183 11.0

48 2.9

18 1.1

346 20.8

構成比

合計 1,663 100.0
49人以下 601 36.1
50～299人 483 29.0
300人以上 579 34.8

　　輸送・機械運転の職業

　　建設・採掘の職業

　　運搬・清掃・包装等の職業

障害者合計

障害計
規模別

職業別

合  　　計

　　管理的職業

　　専門的・技術的職業

　　事務的職業

　　販売の職業

　　サービスの職業

　　保安の職業

　　農林漁業の職業

　　生産工程の職業

３ 職業別・規模別就職件数

579 

483 

601 

0 100 200 300 400 500 600

300人以上

50～299人

49人以下

管理的職業

0.1%
専門的・技術的

職業

8.8%

事務的職業

26.7%

販売の職業

4.3%

サービスの

職業

19.8%

保安の職業

2.1%

農林漁業の職業

2.4%

生産工程の職業

11.0%

輸送・機械運転

の職業

2.9%

建設・採掘の職

業

1.1%

運搬・清掃・包装

等の職業

20.8%
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